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は　　じ　　め　　に
　平素は、トラック運送業界に対しまして格別なるご指導、ご鞭撻を賜
り、厚く御礼申し上げます。
　さて、私どもトラック運送事業者は、国民生活、産業活動を支える公
共的物流サービスの担い手として、その重要な使命を果たすべく日夜懸
命に努力しておりますが、規制緩和以降、運賃が年々下落する一方で、
これとは逆に、安全・環境規制の相次ぐ強化等による大幅なコストの増
大が続き、経営は悪化の一途を辿ってまいりました。
　このような困難な状況のもとで、平成１６年春からは、異常な原油高
による燃料価格の暴騰に直撃され、適正な価格転嫁もままならない中、
業界全体が深刻な経営危機に直面いたしましたが、さらに、その傷も癒
えないまま、昨年秋からは米国の金融破たん等に端を発する世界同時不
況の影響により、深刻な荷動きの減少に見まわれ、倒産も一層増大する
等、多くの事業者が文字通り疲弊の極に達し、深刻な事業存亡の危機に
直面しているというのが、業界の偽らざる現状であります。
　こうした危機が続く中、私どもといたしましては、国による景気対策
が一刻も早く大きな効果を生み出し、全般的な経済再生への力強い展望
が開かれることを強く期待しているところでありますが、同時に、過重
な自動車関係諸税や世界一高い高速道路料金などの負担軽減を求める納
税者としての積年の要望をあらためて真摯にお受けとめをいただき、こ
の際、関係諸制度の抜本的な見直しを図り、現下の経済危機の克服と日
本経済の再生、これを支えるトラック運送事業の健全な発展への途を大
きく切り開いていただくことを切にお願いするものであります。
　つきましては、わが国の国民生活、産業活動を支える公共的トラック
輸送サービスの維持確保を図るため、平成２２年度税制改正等に関し、
以下のとおり要望いたしますので、何卒格別のご高配を賜りますようお
願い申し上げます。
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平成22年度税制改正等に関する要望項目

「重点要望事項」

１．自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現

（１）課税根拠を失った軽油引取税の廃止を含む抜本的見直し
（２）自動車取得税の廃止
（３）自動車重量税の廃止
（４）ガソリン税と消費税のタックスオンタックスの解消

２．高速道路等通行料金の大幅な引下げ、営業車特別割引の創設

３．環境税等新たな税負担となる新税創設反対

４．中小企業の法人税率の引下げ

５．中小企業投資促進税制の恒久化

６．運輸事業振興助成交付金の継続
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「一般要望事項」

１．ディーゼル車排ガス対策優遇税制等の拡充・延長

（１）�環境負荷の小さい自動車等に係る自動車税の特例措置の拡充・延
長（自動車税のグリーン化）

（２）�環境性能を有する小型トラック等（2.5t超～3.5t以下）に係る各
種特例措置の拡充（自動車重量税、自動車取得税、自動車税）

（３）�低燃費かつ低排出ガス車の新車購入時以外の取得に係る特例措置
の延長（自動車取得税）

（４）�最新排出ガス規制適合ディーゼル車の新車購入時以外の取得に係
る特例措置の延長（自動車取得税）

（５）軽油混合のＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）の非課税措置
（６）�ＮＯｘ・ＰＭ低減装置装着車に対するグリーン税制における自動

車税重課の適用除外

２．その他の自動車関係諸税の軽減

（１）�トラック用冷蔵冷凍装置の燃料に係る軽油について軽油引取税の
課税免除

（２）被けん引車の自動車税の軽減

３．事業基盤強化税制

（１）�中小企業後継者の円滑な事業継承を支援するための特例措置（相
続税率の引下げ、相続税の基礎控除枠の拡充、相続税納税猶予特
例の拡充等）の強化

（２）税制上における中小企業の範囲を資本金３億円まで拡大
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４．優遇措置の恒久化	

（１）情報基盤強化税制の恒久化

（２）中小企業者等の少額減価償却資産の損金算入特例の恒久化
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要　望　内　容
「重点要望事項」





１．自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現

　自動車関係諸税は、自動車の取得・保有・走行（使用）の各段階で国
税、地方税を合わせて９種類もの税金が課せられ、極めて複雑、過重な体
系となっており、抜本的な見直しが必要である。
　特にトラック運送事業は、たくさんの車両を取得、保有、使用して行わ
なければならない事業であるため、暫定税率も含めすべての段階の税の過
重な重荷を１両１両が背負う、いわば、税の過積載状態になっている。
　また、これら自動車関係諸税で構成される道路特定財源は、その課税根
拠や税率を見直されないまま「一般財源化」された。これにより、本来国
民が公平に負担すべき防衛や福祉、借金返済などの様々な一般財源につい
て、自動車ユーザーだけが過重な負担を強いられることとなり、著しく税
の公平性に反する措置となっている。
　交通不便な地方世帯の一般財源負担が、都市部の世帯の何倍ともなる不
公平も大きな問題であるが、何十両もの車両を保有して行うトラック運送
事業にとっての一般財源負担の不公平は、地方世帯の比ではない。
　したがって、「一般財源化」した今こそ、複雑・過重な自動車関係諸税
を抜本的に見直し、課税根拠なき自動車関係諸税を廃止することなどによ
り、自動車ユーザーの税負担の軽減と公平の確保を実現するよう強く要望
するものである。

（１）課税根拠を失った軽油引取税の廃止を含む抜本的見直し
　
　・�道路整備を目的とする目的税（旧地方税法700条）であったことから、

一般財源化により、その課税根拠を失うことは明白。
　・�一方で農業用、船舶用等道路整備と直接関係がないためこれまで課税

免除となっていた軽油引取税は、一般財源になったにもかかわらず、
課税免除のままとしており、税の公平性に著しく反する状況となって
おり、納税者として到底納得できるものではない。
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　・�したがって、課税根拠を失った軽油引取税については廃止し、温暖化
対策税等、新たな課税根拠に基づく課税を検討するのであれば、国民
の負担の公平を基本に、地球温暖化に関する全ての関係者を対象とし
て、税の制度設計を原点に戻って議論し見直すべきであり、自動車だ
けを対象とした課税議論は絶対に受け入れられない。

（２）自動車取得税の廃止

　・�平成元年の消費税創設に伴い、従来の物品税（贅沢品の取得税）は一
括廃止されたにもかかわらず、自動車取得税のみは、道路特定財源の
確保を図る見地から特別に存置され、結果としてその後20年を経た今
日なお、消費税と自動車取得税の二重課税が続いてきた。

　・�今般、自動車取得税が道路整備を目的とする目的税から一般財源化さ
れたことで、これ以上二重課税を続ける合理的理由は全く認められな
いこととなったため、直ちに廃止すべきである。

（３）自動車重量税の廃止

　・�道路損傷負担金及び道路整備による受益者負担の考えから自動車の重
量に比例して課税しており、一般財源化により、その課税根拠を失う
ことは明白。

　・�自動車の保有に対しては、一般財源として自動車税が存在しており、
これとは別に一般財源として自動車重量税を課す理由はない。

　　�欧米には同種の税を課す国は存在せず、国際的にみて極めて過重な負
担である。

（４）ガソリン税と消費税のタックスオンタックスの解消

　・�ガソリン税（揮発油税＋地方道路税）及び石油ガス税の上に消費税を
課しているタックスオンタックスは直ちに解消すること。



 
２．高速道路等通行料金の大幅な引下げ、営業車特別割引の創設

（１�）高速道路はわが国の経済社会活動を支える極めて重要な社会資本で
あり、その有効活用は、トラック事業が携わる物流の効率化はもとよ
り、安全、環境（注）、道路交通の円滑化などの面でも計り知れない効
用をもたらすものであるが、わが国の「世界一高い高速道路料金」が
その十分な活用の実現を妨げてきた。こうした状況の中、積年にわた
る料金引き下げ要望を受け、国においてはここ数年、時間帯別の割引
などをはじめ、社会実験を中心として様々な引き下げ努力が進められ
てきたが、国民生活、産業活動を支える物流事業者の立場からは、一
層の大幅な恒久的引き下げが必要であることを繰り返し訴えてきたと
ころである。

（２�）今般、高速道路料金の「段階的無料化」の新方針が打ち出されたこ
とを踏まえ、当業界としては、下記（３）への適切な対策を前提とし
て、物流分野におけるその着実な具体化を期待するとともに、平成
２２年度においては、まずは当面、基本料金の全面半額化以下への大
幅引き下げと、これに加えて、日々高速道路を利用して公共輸送に従
事する「営業用トラック」に対する特別割引制度の導入または現行の
大口多頻度割引の思い切った深堀りの実現を御願いしたい。

（３�）なお、今後の「無料化」については、著しい混雑、渋滞の発生によ
り高速道路本来の機能が阻害される結果となったり（現実に、本年の
ＧＷやお盆前後には乗用車千円均一の拡大適用により極端な渋滞、混
雑が発生、円滑な物流サ－ビスの展開にも各地で大きな支障を生じ
た。）、安定財源が確保できずに必要な維持補修や必要なネットワ－
クの拡充が実施困難となるような事態は利用者としては是非とも避け
ていただきたく、所要財源の確実な手当てをはじめとして、貴重な国
民資産である高速道路の将来にわたる円滑な有効活用が図れるよう、
全体にバランスのとれた持続可能な制度の構築を御願いしたい。
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３．環境税等新たな税負担となる新税創設反対

　・�トラック運送事業は、厳しい経営状況の中、複雑、過重な自動車関係
諸税を負担しており、これ以上の新たな税負担には全く耐えられる状
況にない。

　・�トラック運送事業者は、既に燃料消費についてコスト削減の必要性か
ら可能な限り節約しており、課税による価格上昇があっても自ら使用
量を減らすことができない状況にあり、事業者の負担を増加させるだ
けである。このことから、燃料税について環境を課税根拠とすること
を検討するのであれば、国民負担の公平を基本に原点から議論すべき
であり、単に名目のみを変え自動車だけを対象とした議論には絶対に
反対であり、受け入れられない。

４．中小企業の法人税率の引下げ

　トラック運送事業は、中小企業が約99％を占めており、過重な自動車関
係諸税の負担を強いられている。現在の景気悪化による収益悪化に苦しむ
中小企業を支援するために、中小企業の法人税率の引下げを図られたい。
（措置内容）法人税の軽減税率18％（年800万円以下の法人）
（適用期限）平成23年３月31日
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　（注�）トラックの場合、高速道路を利用すると、一般道の利用に比べ、停止、発進が少なく、経済
速度で定速走行が可能となるため、燃費が向上、ＣＯ２排出量が大幅に減少する。また、営業
用トラックは、自家用トラックに比べ輸送効率が高く、ＣＯ２排出原単位が自家用の7分の1と
なっているため、国の「京都議定書目標達成計画」においても、トラックの「自営転換の促
進」（自家用トラックから営業用トラックへの転換）が対策の重要な柱とされている。
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５．中小企業投資促進税制の恒久化

　中小企業投資促進税制は中小企業対策の中核を担う制度であり、中小企
業が約99％のトラック運送事業者においても、事業を行う上で必要な車両
等の設備投資が対象であることから極めて重要な制度となっており、特
に、昨今の環境規制強化等に対する上で必要とされるトラック運送事業者
の車両代替をはじめとする投資の促進に大きく貢献している。このような
ことから、安全・環境対策の推進にも寄与する中小企業投資促進対策とし
て是非とも本制度の恒久化を図られたい。
（措置内容）車両総重量3.5トン以上の普通貨物自動車及び機械等
　　　　　　特別償却30％または税額控除7％
（適用期限）平成22年３月31日

６．運輸事業振興助成交付金の継続

　運輸事業振興助成交付金は、昭和51年度の税制改正に際し、営業用ト
ラックの公共性に配慮し、軽油引取税の税率に営自格差を設けるべきであ
るが、徴税技術上困難との理由により、これに代えて、輸送力の確保、輸
送コストの抑制等を図るための施策を講ずることを目的に創設されたもの
である。爾来、トラック事業における安全対策、環境対策、適正化事業対
策、輸送効率化対策、災害時の緊急輸送対策等に活用され、国民生活の安
定向上、経済社会の発展に寄与してきた。
　今後も安全・事故防止対策や地球温暖化対策を含む環境・省エネ対策、
適正化事業対策をはじめ、トラック運送事業をめぐる諸課題に業界をあげ
て実効性のある取り組みを推進し、その公共的使命を果たし、社会との良
好な共生を図っていくためには、本交付金は必要不可欠であることから、
制度的な担保措置を含め、本交付金ないしはこれに相当する助成措置の継
続を図られたい。
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要　望　内　容
「一般要望事項」
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１．ディーゼル車排ガス対策優遇税制等の拡充・延長

（１）�環境負荷の小さい自動車等に係る自動車税の特例措置の拡充・延
長（自動車税のグリーン化）

（２）�環境性能を有する小型トラック等（2.5t超～3.5t以下）に係る各
種特例措置の拡充（自動車重量税、自動車取得税、自動車税）

（３）�低燃費かつ低排出ガス車の新車購入時以外の取得に係る特例措置
の延長（自動車取得税）

（４）�最新排出ガス規制適合ディーゼル車の新車購入時以外の取得に係
る特例措置の延長（自動車取得税）

　ディーゼル車排ガス対策等に係る優遇税制を、下記のとおり拡充・延長
されたい。
①�環境負荷の小さい自動車等に係る自動車税の税率の特例措置（自動車税

のグリーン化）について、次世代自動車の一部等を新たに対象とするな
ど所要の見直しを行った上で、適用期限を延長されたい。

②�環境性能を有する小型トラック等（2.5t超～3.5t以下）について、自動車
重量税・自動車取得税の時限的減免措置（エコカー減税）などの各種優
遇税制措置の対象とされたい。

③�低燃費かつ低排出ガス車の新車購入時以外の取得に係る自動車取得税の
特例措置について、適用期限を延長されたい。

④�最新排出ガス規制適合ディーゼル車の新車購入時以外の取得に係る自動
車取得税の特例措置について、適用期限を延長されたい。

		
（５）軽油混合のＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）の非課税措置

　菜種油等を利用するＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）について、2006年
６月にＢＤＦ混合軽油の品質規格案が策定され、2007年３月に施行（揮発
油等の品質の確保等に関する法律施行規則の一部を改正する省令）される



など、環境対策に資する燃料として普及促進の取り組みが進んでいる。
　しかしながら、ＢＤＦのみの場合、非課税措置が講じられているが、軽
油混合ＢＤＦの場合、軽油部分だけでなく全体に軽油引取税が課税される
ことから非課税とされたい。

（６）�ＮＯｘ・ＰＭ低減装置装着車に対するグリーン税制における自動
車税重課の適用除外

　国土交通省「窒素酸化物又は粒子状物質を低減させる装置の性能評価制
度」において、優良と評価された低減装置を装着しているディーゼル・ガ
ソリン自動車については、自動車税の重課（自動車グリーン税制）の対象
から除外されたい。
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２．その他の自動車関係諸税の軽減

（１）�トラック用冷蔵冷凍装置の燃料に係る軽油について軽油引取税の
課税免除

　軽油引取税は平成２１年度より一般財源化され、普通税として課税され
ることになり道路整備目的としての課税根拠を失った。このことから、ト
ラック用冷蔵冷凍用燃料に係る軽油引取税を課税免除とされたい。

（２）被けん引車の自動車税の軽減
　　
　自動車税は、平成１３年に地方税法が改正され、トラックについては積
載トン数に基づく標準税率が法定化され、実質的に増税が行われた。被け
ん引車は、けん引車の２倍近くの保有台数となっており、けん引車や普通
トラックに比べて走行距離も短く、地球温暖化対策の一つとしての輸送効
率化を推進するためにも非常に重要な役割を果たしていくことが期待され
ている。環境にやさしい輸送の実現のため、被けん引車の自動車税の軽減
を図られたい。また、けん引自動車と被けん引自動車の連結時においては
連結部分に被けん引自動車の最大積載量の一部が加わっており、その部分
の自動車税はけん引自動車側で負担していて被けん引自動車の税と重複し
ている。
　従って、連結部分に加わっている被けん引自動車の最大積載量相当部分
の重複している自動車税は減免するなど自動車の使用実態に合わせた税率
とされたい。
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３．事業基盤強化税制

（１）�中小企業後継者の円滑な事業継承を支援するための特例措置（相
続税率の引下げ、相続税の基礎控除枠の拡充、相続税納税猶予特
例の拡充等）の強化

・� 中小トラック運送事業者の経営者は高齢化が進んでおり、事業承継問題

が大きな課題となっている。トラック運送事業は、広いスペースを要す
る駐車場、車庫等の所有を法律により義務付けられており、その結果、
承継する株式が高く評価され過重な相続税が障害となっている。

・� 中小トラック運送事業者が円滑な事業承継を行い、その公共的使命を遂
行するため、相続税率の引下げ、相続税の基礎控除枠の拡充、相続税納
税猶予特例の拡充等特例措置の強化を図られたい。

（２）税制上における中小企業の範囲を資本金３億円まで拡大

　税制の優遇措置を受ける中小企業の範囲は資本金１億円以下であるが、
中小企業基本法において、トラック運送業の場合、資本金３億円以下の事
業者が対象とされていることから、同法と同様に税制の優遇措置を受ける
中小企業の範囲を３億円以下まで拡大されたい。
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４．優遇措置の恒久化	

（１）情報基盤強化税制の恒久化

（措置内容）情報基盤強化設備　特別償却50％または税額控除10％
（適用期限）平成22年３月31日

（２）中小企業者等の少額減価償却資産の損金算入特例の恒久化

（措置内容）�30万円未満の減価償却資産を取得した場合、年間300万円まで
全額損金算入

（適用期限）平成22年３月31日
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（トンベース）

平成19年度実績
（単位：百万トン）

（トンキロベース）

平成19年度実績
（単位：億トンキロ）

出典：国土交通省

国内貨物輸送量の現状

2,928 
54%

2,005
37%

51
1%

410
8%

航空 1
0.02%

貨物自動車

（営業用）
貨物自動車

（自家用）

鉄道

内航海運

3,102
53%

446 
8%233

4%

2,030
35%

航空 11
0.2%

貨物自動車

（営業用）

貨物自動車

（自家用）

鉄道

内航海運

＜参考資料１＞
国内貨物輸送の現状

100％
合計5,395

（単位：百万トン）

100％
合計5,822

（単位：億トンキロ）

平成19年度実績
（単位：百万トン）

平成19年度実績
（単位：億トンキロ）

出所：国土交通省
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平成21年度税収見込額（消費税収は自工会推定）

（注１）消費税収の1/5は地方消費税。

（注２）揮発油税及び地方揮発油税は消費税と二重課税となっている。

軽 四 輪 以 上 営 業 用 貨 物 車 で
3,000円/年1,743億円④軽自動車税

営業用車は１tごとに2,800円/年9,690億円⑤自動車重量税

9,277億円⑧軽油引取税 軽油
32.1円/ℓ

260億円⑨石油ガス税 LPG
17.5円/kg

取
得
段
階

①自動車取得税 2,533億円 営業用、軽自動車は取得価格
の３％（自家用車は５％）

購入価格の５％6,500億円②消費税

保
有
段
階

③自動車税 16,470億円
営業用貨物車は最大積載量に応じ１t以
下6,500〜８t以下29,500円/年8t超1t毎に
4,700円加算

走
行
段
階

⑥揮発油税 26,280億円 ガソリン
48.6円/ℓ

2,812億円⑦地方揮発油税 ガソリン
  5.2円/ℓ

ガソリン
53.8円/ℓ

4,374億円②消費税 燃料購入価格の５％

車体課税計
36,936億円

燃料課税計
43,003億円

合計　79,939億円

＜参考資料２＞
自動車関係諸税の体系



　①　自動車重量税

　②　自動車取得税

　　　　営業用トラック　　３％

　　　　自家用トラック　　５％

　③　自動車税（積載量４トン超〜５トンの場合）

　　　　営業用トラック　　18,500円

　　　　自家用トラック　　25,500円
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（単位：億円）

注）
①　税収額は平成21年度予算（案）および平成21年度地方財政計画（案）による。
②　自動車関係諸税の消費税収は日本自動車工業会推定。
③　租税総収入内訳の消費税収は自動車関係諸税に含まれる消費税を除く。
④　消費税収には地方消費税を含む。資料：財務省、総務省、㈳日本自動車工業会。
⑤　トラック業界納税額は平成20年度推計。㈳全日本トラック協会試算。

総　重　量

2.5トン以下

営業用トラック 自家用トラック

総重量１トンごとに2,800円 総重量１トンごとに4,400円

2.5トン超 総重量１トンごとに2,800円 総重量１トンごとに6,300円

科　　　目 税収額 トラック業界納税
自 動 車 税 地方税 16,470 303
軽 自 動 車 税 地方税 1,743 7
消費税（車体課税分） 国　税 6,500 459
自 動 車 重 量 税 国　税 9,690 492
自 動 車 取 得 税 地方税 2,533 459
地 方 揮 発 油 税 国　税 2,812 2
石 油 ガ ス 税 国　税 260
軽 油 引 取 税 地方税 9,277 5,471
揮 発 油 税 国　税 26,280 22
消費税（燃料課税分） 国　税 4,374 231

合　　　計 79,939 7,446

＜参考資料３＞
自動車関係諸税の現状

＜参考資料４＞
現行の営自格差



100%

9,277

(2006 )
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＜参考資料５＞
軽油引取税の納税状況

税率の推移

本則税率（15円／ℓ）

出所：総務省
※税収額は、平成 21 年度地方財政計画額。
出所：石油連盟
※�内訳については、「軽油および A 重油の用

途別需要（2006 年度）」に基づき推計。
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700
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＜参考資料６＞
軽油引取税の課税免除等について

〜

〜
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　営業用トラックの輸送は、我が国の産業構造や国民生活の変化に伴う輸送ニーズの高度

化・多様化に対応しながら、国内流通の基幹的輸送モードとして貨物輸送の大半を担い、産

業経済の発展と国民生活の向上に多大な貢献をしている。

（1）物価の安定に貢献

　�　営業用トラックは、一般消費者の需要に応えて効率的な配車と運行により密度の濃い輸

送を行い、トータル・コストの低減が図られ、食料品をはじめ国民の生活必需物資の価格

の低減、安定に寄与している。

（2）経済・社会の向上に貢献

　�　営業用トラックは、自家用トラックの約５分の１の車両で、自家用トラックの約６倍の

貨物輸送を行っており、結果、実働１日１車当たり輸送トンキロ（貨物を運んだ重量に距

離をかけた数値）では、自家用トラックの実に約29倍の輸送効率を実現しており、エネル

ギー資源の節減、諸経費の節約、交通量の削減、交通事故の減少、排ガス・騒音等公害の

減少、地震災害時等における緊急物資輸送など国家的規模で経済・社会の安定に多大なる

貢献をしている。

（3）CO２削減への貢献

　�　運輸部門全体の傾向として、CO２排出量は2001年度をピークとして減少傾向にあり、

今後も引き続き諸対策を実施することにより、京都議定書による2010年度の目標（運輸部

門全体で対90年度比+10.3％～11.9％に抑制）の達成は可能とみられる状況にある。特に貨

物自動車は、1990年度の94.5百万トンから2007年度88.6百万トン対90年度比約△6％と、

京都議定書による我が国全体の削減目標である対90年比△6％に匹敵する大幅な「純減」

を達成しており、運輸部門の目標達成にも最大の貢献を行っている（図1）。貨物自動車

のこうした顕著な排出量の減少については、CO２排出原単位が自家用トラックの約7分の

1と圧倒的に優れている営業用トラックの貢献が大きい（図2・図3）。政府は「京都議定

書目標達成計画」（2008年３月28日閣議決定）において、こうした営業用トラックのCO

２削減に向けた優位性に着目し、自家用トラックから営業用トラックへの転換の促進を運

輸部門におけるCO２削減のための重要な取り組みとして一貫して位置づけている（別

紙）。しかしながら、自営転換も、営業用トラックのシェアの拡大状況は1990年70.8％か

ら2007年87.4％と大幅な転換が進んだところであるが、これ以上の転換は限界に近づいて

おり、今後新たに一層の転換を進めるためには、有効かつ具体的な営業用トラックの優遇

措置について、本格的な政策手段の動員を図っていただく必要がある。

＜参考資料７＞
営業用トラックの優遇措置の必要性
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1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果
　低公害車登録台数は約1647万台。
　　　　　　　　　　　（2007年度末現在） 
　　乗用車登録台数
　　約3500万台（1990年度末）　
　　　　→　約5760万台（2007年度末）

○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展
　車両総重量24～25tの車両の保有台数
　　8万台（2002年度）→16万台（2007年度末）
　トラック全体に占める営業用トラック
　の輸送量割合
　77.2%（1997年度）→87.4%（2007年度）

2007年度
（確定値）

2010年目標※

・運輸部門の増加は自家用乗用車（85百万トン→120百万トン）が大きく起因
・貨物自動車は1996年度をピークに減少、1990年度比で6％強の削減（94.5百万トン→88.6百万トン）
　→運輸部門の2010年削減目標に向けて大きく貢献
・運輸部門の京都議定書目標達成計画（2008年改定計画）における目標値
　→2010年度までに+10.3～+11.9％に

0 200

自家用貨物
（トラック）

営業用貨物
（トラック）

400 600
g-CO2／トンキロ （2007年度）

CO2排出原単位　→　自家用トラックと比較して優等生！
↓

自家用トラックの約７分の１

自営転換は、「京都議定書目標達成計画」においても重要な取り組みに位置づけ

運輸部門のCO2排出原単位

800 1000

980
145

鉄　　　道 22

船　　　舶 38

出所：国土交通省

出所：国土交通省

（図２）

（図１）

その他輸送機関：バス、タクシー、鉄道、船舶、航空 ※�2010年目標値は新・京都議定書目
標達成計画（2008年3月28日閣議決
定）における対策上位ケースの数値
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（図3）

トラックの輸送トンキロ・CO2排出量の推移

出所：自動車輸送統計年報より作成

出所：温室効果ガスインベントリ
「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成
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（別紙）

平成２０年３月２８日
閣議決定（全部改定）

京都議定書目標達成計画（抄）

第３章　目標達成のための対策と施策
第２節　地球温暖化対策及び施策
１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策
　①エネルギー起源二酸化炭素

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策
○産業界の民生・運輸部門における取組
　産業界は、素材等の軽量化・高機能化、エネルギー効率の高い
製品の提供、自家用トラックから営業用トラックへの転換・モー
ダルシフト等を通じた物流の効率化等を通じて民生・運輸部門の
省 CO2 化に貢献する。（中略）

○モーダルシフト、トラック輸送の効率化等の推進
　トラック輸送についても一層の効率化を推進する。このため、
自家用トラックから営業トラックへの転換 （中略）を推進する。
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＜参考資料８＞

総合物流施策推進プログラム（抄）

総合物流施策大綱（2009 − 2013）（抄）
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＜参考資料９＞
売上げ高物流コスト比率の推移（全産業．製造業）
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＜参考資料10＞
軽油価格と燃料コスト負担増

出所：㈳日本ロジスティクスシステム協会／2007年度物流コスト調査報告書より

出所：㈳全日本トラック協会調べ
注１：軽油価格はローリー（全ト協調べ）
注２：20年度の軽油価格は４月から11月までの８カ月間の平均
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20t

＜参考資料11＞
車両価格と物価指数の推移

出所
車両価格指数：自動車価格月報（㈲オートガイド）より作成
消費者物価指数：総務省統計局HP
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＜参考資料12＞
トラック運送事業者の倒産状況

　平成２１年９月

負債単位：百万円

月
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

4 13 3,612 16 10,264 19 5,006 43 8,528

5 7 1,125 17 1,166 28 5,420 31 4,379

6 6 423 13 2,496 24 3,178 44 6,961

7 11 2,063 13 695 26 2,666 25 31,257

8 7 464 12 1,489 40 4,778 25 6,418

9 7 783 14 2,633 34 17,075

10 15 4,002 12 4,065 35 9,437

11 7 1,415 8 906 23 12,317

12 9 755 11 1,078 37 7,525

1 7 1,127 19 3,006 36 8,636

2 11 2,935 21 4,659 28 13,992

3 16 3,259 27 7,012 36 8,916

合計 116 21,963 183 39,469 366 98,946 168 57,543

出所：帝国データバンク調査。
※調査対象（法的整理の事案のみ。自主廃業等は含まず。）
   ①負債額 1000 万円以上②会社更生法
　③民事再生法④破産法⑤特別清算
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資　料：トラック運送事業者の税負担等の国際比較調査（平成14年3月　日通総合研究所調査）
※　中国のデータは上記調査とは別途、日通総研で調査した結果を追加。
※　大型トラックが年間10万km走行あたりの高速道路料金。
※　トラックとは、車両総重量8t以上または最大積載量5t以上で3車軸以下及び車両総重量25t以下。
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＜参考資料13＞
トラックの高速道路料金の国際比較
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＜参考資料14＞
高速道路料金の割引の概要
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＜参考資料15＞
運輸事業振興助成交付金の概要
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＜参考資料16＞
ディーゼル車排ガス対策優遇措置税制の概要


